
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は平成24年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項
（給与減額の状況）

国の要請等を踏まえた減額措置の 減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

取組

減額措置は講じていない 他市の状況を鑑みて判断することとしており、また当市は、行財政改革により歳出削減に積極的に

取り組んできたため。

市長の給料については、給料月額を10％削減しています。

また、期末勤勉手当の算定基礎額は、削減後の給料月額を使用しています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値です。

期末・勤勉手当　　　　　　Ａ

（参考）類似団体平均

5,935629,2251,627,799

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費職員数

給　 料 一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

6,912392

区　　分

千円 千円　　　　　千円千円

一人当たり

千円

職員手当

24年度

（参考）

　　　　　千円24年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円

26,609,904 4,602,25274,010

人 件 費 率区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

清瀬市の給与・定員管理等について

実 質 収 支 人 件 費

　　　　　　Ｂ 23年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

18.2

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

17.3958,967

千円

452,493

住民基本台帳人口

　　　　　（24年度末）

人　

2,709,517

人

(H20.4.1) 

100.5 

(H20.4.1) 

97.1 

(H20.4.1) 

98.3 

(H25.4.1) 

108.6 

(H25.4.1) 

105.8 

(H25.4.1) 

106.6 

(H25.4.1) 

【参考値】 

100.3 (H25.4.1) 

【参考値】 

97.8 

(H25.4.1) 

【参考値】 

98.5 

(H25.7.1) 

100.3  

(H25.7.1) 

102.8 

(H25.7.1) 

104.0  

90.0  

95.0  

100.0  

105.0  

110.0  

清瀬市 類似団体平均 全国市平均 

（例） 
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円 歳 　円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（賃金センサス）を使用しています。（平成22年～24年の３ヶ年平均）

※民間データにおける「廃棄物処理業」及び「用務員」については、賃金センサスで都道府県別の数値を公表していないため、全国計の数値です。

　その他の職種については、東京都の数値を記載しています。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

　例えば、雇用形態については、賃金センサスの対象には、日々又は1ヶ月以内の期間を定めて雇用されている者のうち、

　1月に18日以上雇用された者などが含まれます。

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給

　された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、平成25年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等　　　

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

      ３　国家公務員欄の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。　

      ４　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合は、当該箇所を「アスタリスク（*）」としています。　 

   　 ５　数値のない欄については、すべて「ハイフン（－）」としています。　 

（2) 職員の初任給の状況（平成25年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

－ － －

     (注)　国家公務員欄の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。　

総合職　172,557  (181,200)
一般職　163,987  (172,200)

国

            133,418  (140,100)

－

－

3,989,200

うち用務員

うち自動車運転手 *

6,656,505

6,136,332

－

5,354,321

1.64

その他 6,568,611

うち給食調理員

　　清瀬市

2.37

*

高　校　卒 137,200 137,200

中　学　卒

区　　分 平均年齢

41.9 329,002

388,435325,045

43.1

平均給与月額平均給料月額

国

323,591

東京都 458,619

42.8

(332,446)
307,220

418,969

平均給与月額
（A）

340,067

　　清瀬市

区　　　　分

341,471

―

清瀬市

類似団体

42.3

一般行政職

高　校　卒

―

55.8 252,100

―

―

(405,463)
376,257

40.2

――

359,832

対応する民間
の類似職種

廃棄物処理業

用務員

自家用乗用自動車運転者

406,474

平均給与月額

（国比較ベース）

民　　　　間

378,108

参　　　　考

東京都

職員数 平均給料月額

181,200

336,134

区　　　　　分 清瀬市

302,576

2,809,400

民間
（D）

その他

181,200

―

50.8 414,34552

－

36

公務員
（C）

参　　考公　　務　　員

平均給与月額
（国比較ベース）

―

52.5

平均年齢 平均年齢

349,969

349,602

2.05

142,700

区　　　　分

6,367,548 ―

― ―

3,750,800

うち清掃職員 1.34

―370,474406,213

415,888 ―

年収ベース（試算値）の比較

1,619

―52.8 17

―

技能労務職

142,700

3,332,500

大　学　卒

315,491

(286,850)
272,119

C/D

402,293

　*　*

―
(325,400)

309,534

―

346,376

A/B

288,200

286,000

44.7

1.36329,881

1.21

平均給与月額
（B）

393,267 ― ―

　　　　*

―

調理士

　　　　*

16

6

413,434

―

―

　*

346,134

416,212

―

53.7 202,700

350,999

―

東京都

49.3

3,272

類似団体

国

51.7うち清掃職員

47.4

13うち用務員

―

*

―49.9

390,388 387,018うち学校給食 47.8

うち自動車運転手
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成25年４月１日現在）

（注）１　清瀬市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）１　平成18年４月より給料表を職務の級に分類（１級～８級）しました。
　　　２　平成21年４月より給料表を８級制から７級制に変更しました。（旧給料表の1級と2級を統合）
　　　３　平成25年４月より給料表を７級制から６級制に変更しました。（旧給料表の6級と7級を統合）

経験年数30年

448,240

364,100

369,200技能労務職

―高　校　卒

部長及びこれに相当する職の職務

課長及びこれに相当する職の職務

　　　　　　　　％

4.0

　　　　　　　　人

６　　級

　　　　　　　　人

1.1
４　　級

　　　　　　　　人

５　　級

課長補佐の職務

106

71

38.7
２　　級

　　　　　　　　人

25.9
１　　級

３　　級

係員の職務

　　　　　　　　人

324,267

経験年数20年

大　学　卒

―

主任の職務

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

10.9

53

3

―

職員数

11

　　　　　　　　％

30

係長及びこれに相当する職の職務

一般行政職

　　　　　　　　％

構成比

―

368,500269,240

区　　　　分

中　学　卒

区　　分

329,833高　校　卒

　　　　　　　　％

19.3

―

363,800

経験年数25年

362,900

―

―

　　　　　　　　％

標準的な職務内容

経験年数10年

　　　　　　　 　　円

１号給の給料月額 最高号給の給料月額

　　　　　　　 　　円

288,500

259,200

　　　　　　　 　　円

　　　　　　　 　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

487,000

　　　　　　　 　　円

225,400

201,600

138,300

535,000

462,400

430,400

415,200

370,300

337,800

　　　　　　　 　　円

1級 

 19.5% 

1級 

18.7% 

1級 0.0% 

2級 

41.0% 
2級 

39.4% 

2級 

22.0% 

3級 

24.3% 

3級 

25.2% 

3級 

34.3% 

4級 

1.6% 

4級 

2.4% 

4級  

29.2% 

5級 

9.2% 

5級 

10.6% 
5級 0.0% 

6級  

1.6% 

 

6級 

0.8% 6級 

9.8% 

7級 3.2% ７級 

0.8% 
8級 3.6% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

【参考】昇給への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（注）　勤務成績の区分が「上位」又は「最上位」の職員は、「標準」の職員と比べて基本的に
　　　　1～2号拡大された昇給幅が付与されます。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　　3～20％ 　・役職加算　　　　 3～20％ 　・役職加算　　　　 5～20％

　・管理職加算　　15～25％ 　・管理職加算　　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成25年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　 　　2号給以内（公務上の死亡）　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額です。

区分

基準日

評定期間 1月1日～12月31日

評定対象者

　地方公務員法第40条に基づき、職員の業務成績、業務能力及び業務態度等について、客観的かつ継続的に把握する
ことにより、職務に対する意欲の向上を図るとともに、能力開発、指導育成及び昇任選考等に反映し、公正な人事管
理を行うことを目的として業績評価を行っています。

内容

1月1日

31.50
（32.16）

0.65

1,432

評定項目

　管理職については、予め設定した目標に対する業績に対して、5段階（A～E）の評価を実施し、その評価結果に基づ
き勤勉手当の成績率を決定しています。
　なお、管理職以外の職員については、勤勉手当の成績率に差を設けず、一律の支給（67.5/100）を行いました。

6,075

45.00
（48.16）

23,765

清　　　　　瀬　　　　　市

１人当たり平均支給額（24年度）

国

23.50
（24.00）

23.50
（30.16）

41.325
（46.55）

45.00
（54.46）

34.5825
（38.955）

1.35

全職員

20.445
（23.03）

清　　　　　　　　　　　瀬　　　　　　　　　　　市

49.59
（55.86）

49.59
（55.86）

2.60

45.00
（54.46）

45.00
（54.46）

0.65

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

49.59
（55.86）

【管理職】昇給及び勤勉手当

【管理職以外の職員】昇給

0.35

25.55625
（28.7875

）

―
1,617

【管理職】仕事の成果、知識、企画力、折衝・応対力、理解・判断力、指導力、積極性、
          協調性、責任感

【管理職以外の職員】仕事の成果、職務遂行力、組織運営力、組織支援力、取組姿勢

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

31.50
（39.50）

1.45

2.60

東　　　　　京　　　　　都 国

1.352.58

1.45

1.35

1.43

１人当たり平均支給額（24年度）

評定結果

29.145
（32.83）

77人

30.7%

職員数（Ａ）

勤務成績の区分が「上位」又は「最上位」に決定された職員数（Ｂ）25年度

24年度

比率(Ｂ)／(Ａ)

職員数（Ａ）

勤務成績の区分が「上位」又は「最上位」に決定された職員数（Ｂ）

比率(Ｂ)／(Ａ)

区　　　　　分 合　計

274人

83人

30.3%

251人
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 (3) 地域手当

（平成25年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当

平成18年度より全廃しました。

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成25年４月１日現在）

円

円

円

異なる
内容及び金
額

通勤手当

交通機関（電車・バス等）利用
（６か月分を一括支給）

交通用具（自家用車等）利用
（６か月分を一括支給）

支給実績

千円

国の制度と
異なる内容

（24年度決算）

277,919

支給職員１人当たり
平均支給年額

国の制度

支給対象職員数

住居手当

支給対象地域

574,212

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

副参事職以上の役職に定額支給

部長　　　 90,300円
参事　　　 81,600円
課長　　　 67,800円
副参事　  58,800円

484市内全域

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

千円休日勤務手当

円

73,321

72,23518,781

205,736

千円

円34,020 千円

支給実績（24年度決算）

異なる

661

868,213

世帯主　15,000円

同じ 13,235

39,937

異なる

配偶者以外　6,000円

15.0

183

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

手　当　名

国の制度（支給率）

79,032

異なる

金額

（24年度決算）

千円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

扶養手当

16歳～22歳までの子の加算　4,000円

88,833

管理職手当

休日に勤務した場合に支給
（支給率135/100）

異なる

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

金額

内容及び金額

との異同

36,003

内容及び支給単価

内容及び金額

配偶者　13,500円 異なる

金額

169

15.0

5



５　特別職の報酬等の状況（平成25年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　市長の給料は現在10％減額を実施中であり、（　）内は、減額後の月額です。                        

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

336

439,000

小　計

合　　計

[      500      ］

0

4 1

小　計 36

427 16

1

＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数　　54.86　　　人
　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　72.62　人）

[      500      ］

37

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

執行体制の見直し

67

18

28

324

1

144 146

業務充実

△ 3

26

係の新設、業務充実10107

業務充実

12

在任期間毎

1

報

酬

副 議 長

議 員

698,000

620,000

給 料 月 額 等

給

料

区 分

755,100

418,000

310,000

市 長 839,000

717,000

648,000

477,000

1

15

560,000

　　（24年度支給割合）

2

70

97

平成25年

業務充実

1

＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数　　45.40　　　人
　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　53.82　人）

3

0

406

443

　　　人口１万人当たり職員数　　59.86　人

業務充実

[   　0     ］

下　水　道 7

29そ　の　他

議 長

717,000×支給率×勤続期間

職 員 数

副 市 町 村 長

教 育 長

副 議 長

市 長

7

4

648,000×支給率×勤続期間

30

839,000×支給率×勤続期間

31

391

27
一
般
行
政
部
門

　計

1

3

4

議 員

普

通

会

計

部

門

議　　　会

期
末
手
当

退
職
手
当

土　　　木

民　　　生

教育部門

総務企画

農林水産

税　　　務

副 市 町 村 長

労　　　働

対前年
増減数

主な増減理由

教 育 長

備　　　　考

平成24年

19

商　　　工

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

衛　　　生

3.95

　　（24年度支給割合）

6,480,000

市 長

努めた場合における退職手当の見込み額です。

副 市 町 村 長

8,604,000

教 育 長

13,424,000

440,0001,000,000

375,000

欠員補充

業務充実

在任期間毎

　　　　　　―

3.95

　　　　　　　　　―

＜参考＞

0

804,000

245,000

222,000

（参考）類似団体における最高／最低額

議 長

在任期間毎

6



（2)年齢別職員構成の状況（平成25年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（　単　位　：　人 ・ ％　）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

( ▲ 5.8% )

( ▲ 7.3% )

( ▲ 5.9% )443

▲ 11

▲ 14

▲ 25

▲ 3

▲ 28

405

34 35 36

総 合 計 471 452 434 430 427

38

普 通 会 計 計 430 418 400 395 391

公 営 企 業 等 会 計 計 41 34

職員数

27歳

～

16

23歳

人

区　分

人

20歳 20歳

～

24歳

347 340

28歳

人

324 320

31

人 人

32歳

324 336

5939

人人

40歳

54

～

0 49

36歳

未満

人

～
16

31歳

～

48

～

51歳

～ ～

35歳 47歳
～

39歳

人 人

67 69

( ▲ 3.2% )

( ▲ 16.9% )83 78 76 75

44歳 52歳

43歳 以上59歳

計

56 74 1

人

48歳 56歳

55歳

443

人人

～
60歳

過 去 ５ 年 間 の
増 減 数 （率）

一 般 行 政

教 育

　　　　　　　    　年　　度

　部　　門　　別
２ ０ 年 ２ １ 年 ２ ２ 年 ２ ３ 年 ２ ４ 年 ２ ５ 年

消 防

0 

5 

10 

15 

20 

25 

構成比 

５年前の構成

比 

% 
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